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東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
お問い合わせ先（コールセンター）
ＴＥＬ　０１２０－１０６２１２

（営業日の９：00～17：00）
http://www.daiwa-am.co.jp/

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 部分為替ヘッジあり／為替ヘッジなし 追加型投信／海外／債券

マネーポートフォリオ 追加型投信／国内／債券
信 託 期 間 約９年11カ月間（2015年12月24日～2025年11月18日）

運 用 方 針
部分為替ヘッジあり／
為 替 ヘ ッ ジ な し

安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないます。

マネーポートフォリオ 安定した収益の確保をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

部分為替ヘッジあり／
為 替 ヘ ッ ジ な し

ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンドの
受益証券

マネーポートフォリオ
イ．ダイワ・マネーポートフォリオ・マザー
ファンドの受益証券
ロ．円建ての債券

運 用 方 法

部分為替ヘッジあり

①主として、マザーファンドの受益証券を通じ
て、米国国債に投資し、残存期間の異なる国債
の利息収入を確保するとともに、信託財産の着
実な成長をめざして運用を行ないます。
②マザーファンドの運用にあたっては、以下の
方針を基本とします。
イ．残存期間が７年程度から10年程度までの
米国国債に投資し、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入
れることをめざします。
ロ．運用効率化のため、債券先物取引等を利
用することがあります。このため、米国国
債の組入総額および債券先物取引の買建玉
の時価総額の合計額が、マザーファンドの
信託財産の純資産総額を超えることがあり
ます。

③マザーファンドの受益証券の組入比率は、通
常の状態で高位に維持することを基本とします。
④保有実質外貨建資産について、為替ヘッジを
行なうことにより、当ファンドの実質的な円貨
比率を70％に近づけることをめざします。

為替ヘッジなし

①主として、マザーファンドの受益証券を通じ
て、米国国債に投資し、残存期間の異なる国債
の利息収入を確保するとともに、信託財産の着
実な成長をめざして運用を行ないます。
②マザーファンドの運用にあたっては、以下の
方針を基本とします。
イ．残存期間が７年程度から10年程度までの
米国国債に投資し、残存期間ごとの国債の
投資金額がほぼ同程度となるように組み入
れることをめざします。
ロ．運用効率化のため、債券先物取引等を利
用することがあります。このため、米国国
債の組入総額および債券先物取引の買建玉
の時価総額の合計額が、マザーファンドの
信託財産の純資産総額を超えることがあり
ます。

③マザーファンドの受益証券の組入比率は、通
常の状態で高位に維持することを基本とします。
④為替変動リスクを回避するための為替ヘッジ
は原則として行ないません。

マネーポートフォリオ

①マザーファンドの受益証券および円建ての債
券を中心に投資することにより、安定した収益
の確保をめざして安定運用を行ないます。
②円建資産への投資にあたっては、残存期間が
１年未満、取得時においてＡ－２格相当以上の
債券およびコマーシャル・ペーパーに投資する
ことを基本とします。

組 入 制 限

ベビーファンドのマザーファンド組入上限比率 無制限
外貨建資産組入上限比率
ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド 無制限
株式組入上限比率
ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド 純資産総額の10％以下

分 配 方 針

部分為替ヘッジあり／
為替ヘッジなし

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、継続的な分配を行なうことを目標に分配金
額を決定します。ただし、分配対象額が少額の
場合には、分配を行なわないことがあります。
また、第１計算期末には、収益の分配は行ない
ません。

マネーポートフォリオ

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則とし
て、配当等収益等を中心に分配します。ただ
し、配当等収益等の額が少額の場合には、分配
を行なわないことがあります。また、第１計算
期末には、収益の分配は行ないません。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミリーファンド方
式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド（当ファンド）とし、その資金
を主としてマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファンドで
行なう仕組みです。

ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド
(部分為替ヘッジあり／為替ヘッジなし) 

－ＵＳトライアングル－
ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・
マネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－

運用報告書（全体版）
第５期（決算日　2017年２月20日）
第６期（決算日　2017年５月18日）

受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
　さて、「ダイワ米国国債７－10年ラダー型
ファンド（部分為替ヘッジあり／為替ヘッジ
なし） －ＵＳトライアングル－」および「ダ
イワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マ
ネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－」
は、このたび、第６期の決算を行ないました。
　ここに、第５期～第６期中の運用状況をご
報告申し上げます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

部分為替ヘッジあり

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 額（分配落） 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
１期末（2016年２月18日） 10,179 － 1.8 96.3 － 814
２期末（2016年５月18日） 10,090 40 △0.5 95.8 － 3,630
３期末（2016年８月18日） 9,924 40 △1.2 95.7 － 3,130
４期末（2016年11月18日） 9,674 40 △2.1 99.1 － 4,135
５期末（2017年２月20日） 9,612 40 △0.2 95.3 － 4,116
６期末（2017年５月18日） 9,700 40 1.3 95.7 － 5,872

（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注３）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注４）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
（注５）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

運用経過

基準価額等の推移について

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものであり、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
＊分配金を再投資するかどうかについては、お客さまが利用するコースにより異なります。また、分配金の課税条件は、ファンドの購入価額により異
なります。
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■基準価額・騰落率
第５期首：9,674円
第６期末：9,700円（既払分配金80円）
騰 落 率：1.1％（分配金再投資ベース）

■基準価額の主な変動要因
　米国国債に投資した結果、金利が低下（債券価格は上昇）したことに加え、為替相場において円安米
ドル高が進行したことなどがプラスに寄与し、基準価額は上昇しました。くわしくは「投資環境につい
て」をご参照ください。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率
債 券 先 物
比 率騰 落 率

円 ％ ％ ％

第５期

（期首）2016年11月18日 9,674 － 99.1 －
11月末 9,714 0.4 96.3 －
12月末 9,711 0.4 96.2 －

2017年１月末 9,637 △0.4 96.4 －
（期末）2017年２月20日 9,652 △0.2 95.3 －

第６期

（期首）2017年２月20日 9,612 － 95.3 －
２月末 9,649 0.4 96.3 －
３月末 9,610 △0.0 96.1 －
４月末 9,687 0.8 98.0 －

（期末）2017年５月18日 9,740 1.3 95.7 －
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

投資環境について (2016.11.19～2017.５.18)

■米国債券市況
米国の金利は低下しました。
　第５期首より、米国大統領選挙でトランプ氏が勝利したことによる同氏の政策への期待を背景とした
株価上昇など市場のリスク回避的な姿勢が後退したため、金利の上昇圧力が高まりました。また2016
年12月には、米国で利上げが実施され政策金利の見通しが上方修正されたことや、原油価格や株価が
上昇したことなども金利上昇圧力となりました。2017年３月にも利上げが行なわれましたが、トラン
プ大統領の政策への期待が後退したことや欧州における政治リスクが意識されたことなどにより、金利
の低下圧力が高まりました。また４月には、シリアや北朝鮮の情勢などの地政学リスクが意識されたこ
とも金利低下の材料となりました。
■為替相場
米ドルは対円で上昇（円安）しました。
　第５期首より、米国大統領選挙でトランプ氏が勝利したことによる同氏の政策への期待を背景とした
株価上昇など、市場のリスク回避的な姿勢が後退したため、円安米ドル高が進行しました。さらに、
2016年12月には、米国で利上げが実施され政策金利の見通しが上方修正されたことや、原油価格や株
価が上昇したことなども円安米ドル高圧力となりました。2017年３月にも利上げが行なわれましたが、
トランプ大統領の政策への期待が後退したことや欧州における政治リスク、シリアや北朝鮮の情勢など
の地政学リスクが意識されたことなどにより、市場のリスク回避的な姿勢が強まったため円高米ドル安
が進行し、第５期首からの米ドル円の上昇幅は縮小しました。

前作成期間末における「今後の運用方針」

■当ファンド
　「ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド」を高位に組み入れることをめざします。保有実質外
貨建資産については、為替ヘッジを行なうことにより、当ファンドの実質的な円貨比率を70％に近づ
けることをめざします。
■ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないます。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れることをめざします。
　米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とします。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

ポートフォリオについて (2016.11.19～2017.５.18)

■当ファンド
　「ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド」を高位に組み入れました。保有実質外貨建資産につ
いては、為替ヘッジを行なうことにより、当ファンドの実質的な円貨比率を70％に近づけました。
■ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないました。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れました。
　米国国債の組入比率は、高位に維持しました。

ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

分配金について

　第５期および第６期の１万口当り分配金（税込み）はそれぞれ40円といたしました。
　収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
第５期 第６期

2016年11月19日
～2017年２月20日

2017年２月21日
～2017年５月18日

当期分配金（税込み） （円） 40 40
対基準価額比率 （％） 0.41 0.41
当期の収益 （円） 38 38
当期の収益以外 （円） 1 1

翌期繰越分配対象額 （円） 212 215
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以
外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額
です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 第５期 第６期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 38.77円 38.80円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00 0.00
(ｃ) 収益調整金 183.10 195.87
(ｄ) 分配準備積立金 30.48 20.70
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 252.36 255.37
(ｆ) 分配金 40.00 40.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 212.36 215.37
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

今後の運用方針
■当ファンド
　「ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド」を高位に組み入れます。保有実質外貨建資産につい
ては、為替ヘッジを行なうことにより、当ファンドの実質的な円貨比率を70％に近づけることをめざ
します。
■ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないます。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れることをめざします。
　米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とします。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり） －ＵＳトライアングル－

１万口当りの費用の明細

項 目
第５期～第６期

（2016.11.19～2017.５.18） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 22円 0.230％
信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は9,656円です。

（投 信 会 社） （10） （0.107）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目
論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （10） （0.107）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （2） （0.016） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ―
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 1 0.009 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保 管 費 用） （0） （0.005）
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・
資産の移転等に要する費用

（監 査 費 用） （0） （0.004） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 23 0.239
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のう
ち、このファンドに対応するものを含みます。

（注２）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）比率欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■投資信託財産の構成
2017年５月18日現在

項 目
第 ６ 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド 5,693,310 95.6
コール・ローン等、その他 262,259 4.4
投資信託財産総額 5,955,570 100.0
（注１）評価額の単位未満は切捨て。
（注２）外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、５月18日における邦貨換算レートは、１アメリカ・ドル＝
111.06円です。

（注３）ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンドにおいて、第６期末における
外貨建純資産（62,492,420千円）の投資信託財産総額（68,235,129千
円）に対する比率は、91.6％です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2017年２月20日)、(2017年５月18日)現在

項 目 第 ５ 期 末 第 ６ 期 末
(Ａ) 資産 6,926,351,934円 9,795,894,456円

コール・ローン等 105,225,735 254,307,696
ＵＳトレジャリー ７－１０
マザーファンド(評価額) 4,031,634,763 5,693,310,261

未収入金 2,789,491,436 3,848,276,499
(Ｂ) 負債 2,810,230,013 3,923,462,267

未払金 2,788,056,936 3,893,461,488
未払収益分配金 17,128,984 24,215,936
未払信託報酬 4,957,669 5,600,696
その他未払費用 86,424 184,147

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 4,116,121,921 5,872,432,189
元本 4,282,246,007 6,053,984,003
次期繰越損益金 △  166,124,086 △  181,551,814

(Ｄ) 受益権総口数 4,282,246,007口 6,053,984,003口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,612円 9,700円

＊第４期末における元本額は4,274,770,191円、当作成期間（第５期～第６期）
中における追加設定元本額は1,779,213,812円、同解約元本額は0円です。
＊第６期末の計算口数当りの純資産額は9,700円です。
＊第６期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は181,551,814円で
す。

■組入資産明細表
　親投資信託残高

種 類
第 ４ 期 末 第 ６ 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ＵＳトレジャリー７－１０マザーファンド 4,296,588 5,738,645 5,693,310
（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

　当作成期間（第５期～第６期）中における利害関係
人との取引はありません。

■売買および取引の状況
　親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2016年11月19日から2017年５月18日まで）
決 算 期 第 ５ 期 ～ 第 ６ 期

設 定 解 約
口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
ＵＳトレジャリー ７－１０ 
マザーファンド 1,836,990 1,824,000 394,933 392,000

（注）単位未満は切捨て。

■損益の状況
第５期　自2016年11月19日　至2017年２月20日
第６期　自2017年２月21日　至2017年５月18日

項 目 第 ５ 期 第 ６ 期
(Ａ) 配当等収益 △     25,131円 △     12,359円

支払利息 △     25,131 △     12,359
(Ｂ) 有価証券売買損益 △  4,111,109 82,047,714

売買益 443,991,629 196,346,153
売買損 △448,102,738 △114,298,439

(Ｃ) 信託報酬等 △  5,044,093 △  5,699,009
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △  9,180,333 76,336,346
(Ｅ) 前期繰越損益金 △177,637,566 △203,946,883
(Ｆ) 追加信託差損益金 37,822,797 △ 29,725,341

(配当等相当額) (　 78,408,029) (　118,580,006)
(売買損益相当額) (△ 40,585,232) (△148,305,347)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △148,995,102 △157,335,878
(Ｈ) 収益分配金 △ 17,128,984 △ 24,215,936

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △166,124,086 △181,551,814
追加信託差損益金 37,822,797 △ 29,725,341
(配当等相当額) (　 78,408,029) (　118,580,006)
(売買損益相当額) (△ 40,585,232) (△148,305,347)
分配準備積立金 12,531,811 11,807,341
繰越損益金 △216,478,694 △163,633,814

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は９ページの「収益分配金の計算過程（総額）」の
表をご参照ください。
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収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
第 ５ 期 第 ６ 期

１ 万 口 当 り 分 配 金 40円 40円
（単　　価） (9,612円) (9,700円)

●＜分配金再投資コース＞をご利用の方の税引き分配金は、上記(　)内の基準価額に基づいて自動的に再投資いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金で
す。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行なわ
れ、申告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）
を選択することもできます。
・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 第 ５ 期 第 ６ 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 16,604,263円 23,491,466円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0
(ｃ) 収益調整金 78,408,029 118,580,006
(ｄ) 分配準備積立金 13,056,532 12,531,811
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 108,068,824 154,603,283
(ｆ) 分配金 17,128,984 24,215,936
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 90,939,840 130,387,347
(ｈ) 受益権総口数 4,282,246,007口 6,053,984,003口
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為替ヘッジなし

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 額（分配落） 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
１期末（2016年２月18日） 9,771 － △2.3 97.7 － 1,521
２期末（2016年５月18日） 9,374 40 △3.7 95.7 － 1,647
３期末（2016年８月18日） 8,702 40 △6.7 97.8 － 1,530
４期末（2016年11月18日） 9,097 40 5.0 98.6 － 1,599
５期末（2017年２月20日） 9,223 40 1.8 96.7 － 1,157
６期末（2017年５月18日） 9,239 40 0.6 98.2 － 1,666

（注１）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注２）公社債および債券先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注３）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注４）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
（注５）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。
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運用経過

基準価額等の推移について

＊分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示す
ものであり、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
＊分配金を再投資するかどうかについては、お客さまが利用するコースにより異なります。また、分配金の課税条件は、ファンドの購入価額により異
なります。
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■基準価額・騰落率
第５期首：9,097円
第６期末：9,239円（既払分配金80円）
騰 落 率：2.4％（分配金再投資ベース）

■基準価額の主な変動要因
　米国国債に投資した結果、金利が低下（債券価格は上昇）したことに加え、為替相場において円安米
ドル高が進行したことなどがプラスに寄与し、基準価額は上昇しました。くわしくは「投資環境につい
て」をご参照ください。
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年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率
債 券 先 物
比 率騰 落 率

円 ％ ％ ％

第５期

（期首）2016年11月18日 9,097 － 98.6 －
11月末 9,262 1.8 98.1 －
12月末 9,490 4.3 98.0 －

2017年１月末 9,294 2.2 97.9 －
（期末）2017年２月20日 9,263 1.8 96.7 －

第６期

（期首）2017年２月20日 9,223 － 96.7 －
２月末 9,240 0.2 98.1 －
３月末 9,196 △0.3 98.1 －
４月末 9,228 0.1 98.0 －

（期末）2017年５月18日 9,279 0.6 98.2 －
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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投資環境について (2016.11.19～2017.５.18)

■米国債券市況
米国の金利は低下しました。
　第５期首より、米国大統領選挙でトランプ氏が勝利したことによる同氏の政策への期待を背景とした
株価上昇など市場のリスク回避的な姿勢が後退したため、金利の上昇圧力が高まりました。また2016
年12月には、米国で利上げが実施され政策金利の見通しが上方修正されたことや、原油価格や株価が
上昇したことなども金利上昇圧力となりました。2017年３月にも利上げが行なわれましたが、トラン
プ大統領の政策への期待が後退したことや欧州における政治リスクが意識されたことなどにより、金利
の低下圧力が高まりました。また４月には、シリアや北朝鮮の情勢などの地政学リスクが意識されたこ
とも金利低下の材料となりました。
■為替相場
米ドルは対円で上昇（円安）しました。
　第５期首より、米国大統領選挙でトランプ氏が勝利したことによる同氏の政策への期待を背景とした
株価上昇など、市場のリスク回避的な姿勢が後退したため、円安米ドル高が進行しました。さらに、
2016年12月には、米国で利上げが実施され政策金利の見通しが上方修正されたことや、原油価格や株
価が上昇したことなども円安米ドル高圧力となりました。2017年３月にも利上げが行なわれましたが、
トランプ大統領の政策への期待が後退したことや欧州における政治リスク、シリアや北朝鮮の情勢など
の地政学リスクが意識されたことなどにより、市場のリスク回避的な姿勢が強まったため円高米ドル安
が進行し、第５期首からの米ドル円の上昇幅は縮小しました。

前作成期間末における「今後の運用方針」

■当ファンド
「ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド」を高位に組み入れることをめざします。
■ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないます。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れることをめざします。
　米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とします。
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ポートフォリオについて (2016.11.19～2017.５.18)

■当ファンド
「ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド」を高位に組み入れました。
■ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないました。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れました。
　米国国債の組入比率は、高位に維持しました。

ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

分配金について

　第５期および第６期の１万口当り分配金（税込み）はそれぞれ40円といたしました。
　収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（１万口当り）」をご参照ください。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
第５期 第６期

2016年11月19日
～2017年２月20日

2017年２月21日
～2017年５月18日

当期分配金（税込み） （円） 40 40
対基準価額比率 （％） 0.43 0.43
当期の収益 （円） 40 39
当期の収益以外 （円） ― 0

翌期繰越分配対象額 （円） 58 62
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以
外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額
です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

■収益分配金の計算過程（１万口当り）
項 目 第５期 第６期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 46.37円 39.50円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0.00 0.00
(ｃ) 収益調整金 18.75 35.70
(ｄ) 分配準備積立金 33.36 27.64
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 98.49 102.85
(ｆ) 分配金 40.00 40.00
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 58.49 62.85
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。
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今後の運用方針
■当ファンド
「ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド」を高位に組み入れます。
■ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財産の着実な成長を
めざして運用を行ないます。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ごとの国
債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れることをめざします。
　米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とします。
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１万口当りの費用の明細

項 目
第５期～第６期

（2016.11.19～2017.５.18） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 21円 0.230％
信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は9,286円です。

（投 信 会 社） （10） （0.107）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目
論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （10） （0.107）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （1） （0.016） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ―
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 1 0.009 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保 管 費 用） （0） （0.005）
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・
資産の移転等に要する費用

（監 査 費 用） （0） （0.004） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

合 計 22 0.239
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のう
ち、このファンドに対応するものを含みます。

（注２）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）比率欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■投資信託財産の構成
2017年５月18日現在

項 目 第 ６ 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド 1,657,371 98.9
コール・ローン等、その他 18,393 1.1
投資信託財産総額 1,675,764 100.0
（注１）評価額の単位未満は切捨て。
（注２）外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、５月18日における邦貨換算レートは、１アメリカ・ドル＝
111.06円です。

（注３）ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンドにおいて、第６期末における
外貨建純資産（62,492,420千円）の投資信託財産総額（68,235,129千
円）に対する比率は、91.6％です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2017年２月20日)、(2017年５月18日)現在

項 目 第 ５ 期 末 第 ６ 期 末
(Ａ) 資産 1,164,074,059円 1,675,764,958円

コール・ローン等 13,679,562 18,393,504
ＵＳトレジャリー ７－１０
マザーファンド(評価額) 1,150,394,497 1,657,371,454

(Ｂ) 負債 6,516,770 8,871,827
未払収益分配金 5,020,466 7,216,991
未払信託報酬 1,470,695 1,601,338
その他未払費用 25,609 53,498

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,157,557,289 1,666,893,131
元本 1,255,116,537 1,804,247,822
次期繰越損益金 △   97,559,248 △  137,354,691

(Ｄ) 受益権総口数 1,255,116,537口 1,804,247,822口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,223円 9,239円

＊第４期末における元本額は1,758,391,296円、当作成期間（第５期～第６期）
中における追加設定元本額は549,357,000円、同解約元本額は503,500,474円
です。
＊第６期末の計算口数当りの純資産額は9,239円です。
＊第６期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は137,354,691円で
す。

■組入資産明細表
　親投資信託残高

種 類 第 ４ 期 末 第 ６ 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド 1,654,478 1,670,568 1,657,371
（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

　当作成期間（第５期～第６期）中における利害関係
人との取引はありません。

■売買および取引の状況
　親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2016年11月19日から2017年５月18日まで）
決 算 期 第 ５ 期 ～ 第 ６ 期

設 定 解 約
口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
ＵＳトレジャリー ７－１０ 
マザーファンド 513,821 500,000 497,731 487,200

（注）単位未満は切捨て。

■損益の状況
第５期　自2016年11月19日　至2017年２月20日
第６期　自2017年２月21日　至2017年５月18日

項 目 第 ５ 期 第 ６ 期
(Ａ) 配当等収益 △        871円 △      1,069円

受取利息 33 －
支払利息 △        904 △      1,069

(Ｂ) 有価証券売買損益 22,322,195 17,976,957
売買益 27,872,045 17,976,957
売買損 △  5,549,850 －

(Ｃ) 信託報酬等 △  1,496,304 △  1,629,291
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 20,825,020 16,346,597
(Ｅ) 前期繰越損益金 △102,741,523 △ 86,936,969
(Ｆ) 追加信託差損益金 △ 10,622,279 △ 59,547,328

(配当等相当額) (　  2,354,151) (　  6,442,742)
(売買損益相当額) (△ 12,976,430) (△ 65,990,070)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △ 92,538,782 △130,137,700
(Ｈ) 収益分配金 △  5,020,466 △  7,216,991

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △ 97,559,248 △137,354,691
追加信託差損益金 △ 10,622,279 △ 59,547,328
(配当等相当額) (　  2,354,151) (　  6,442,742)
(売買損益相当額) (△ 12,976,430) (△ 65,990,070)
分配準備積立金 4,987,782 4,897,804
繰越損益金 △ 91,924,751 △ 82,705,167

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は18ページの「収益分配金の計算過程（総額）」の
表をご参照ください。
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収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
第 ５ 期 第 ６ 期

１ 万 口 当 り 分 配 金 40円 40円
（単　　価） (9,223円) (9,239円)

●＜分配金再投資コース＞をご利用の方の税引き分配金は、上記(　)内の基準価額に基づいて自動的に再投資いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金で
す。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行なわ
れ、申告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）
を選択することもできます。
・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 第 ５ 期 第 ６ 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 5,820,930円 7,127,013円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0
(ｃ) 収益調整金 2,354,151 6,442,742
(ｄ) 分配準備積立金 4,187,318 4,987,782
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 12,362,399 18,557,537
(ｆ) 分配金 5,020,466 7,216,991
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 7,341,933 11,340,546
(ｈ) 受益権総口数 1,255,116,537口 1,804,247,822口
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ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド

運用報告書　第５期（決算日　2017年５月18日）

（計算期間　2016年11月19日～2017年５月18日）

ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンドの第５期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 米国国債

運 用 方 法

①主として、米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとともに、信託財
産の着実な成長をめざして運用を行ないます。
②運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国債に投資し、残存期間ご
との国債の投資金額がほぼ同程度となるように組み入れることをめざします。
③運用効率化のため、債券先物取引等を利用することがあります。このため、米国国債の組入総
額および債券先物取引の買建玉の時価総額の合計額が、信託財産の純資産総額を超えることがあ
ります。
④米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とします。
⑤為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。

外貨建資産組入制限 無制限
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たが、トランプ大統領の政策への期待が後退したことや欧州におけ
る政治リスク、シリアや北朝鮮情勢などの地政学リスクが意識され
たことなどにより、市場のリスク回避的な姿勢が強まったため円高
米ドル安が進行し、期首からの米ドル円の上昇幅は縮小しました。

◆前期における「今後の運用方針」
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保する
とともに、信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国
国債に投資し、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となる
ように組み入れることをめざします。
　米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本
とします。
◆ポートフォリオについて
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保すると
ともに、信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないました。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国
国債に投資し、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるよ
うに組み入れました。
　米国国債の組入比率は、高位に維持しました。
◆ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび
参考指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
　米国国債に投資し、残存期間の異なる国債の利息収入を確保するとと
もに、信託財産の着実な成長をめざして運用を行ないます。
　運用にあたっては、残存期間が７年程度から10年程度までの米国国
債に投資し、残存期間ごとの国債の投資金額がほぼ同程度となるように
組み入れることをめざします。
　米国国債の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基本とし
ます。

年 月 日 基 準 価 額 公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率騰 落 率

円 ％ ％ ％
（期首）2016年11月18日 9,663 － 98.7 －

11月末 9,841 1.8 98.7 －
12月末 10,089 4.4 98.4 －

2017年１月末 9,883 2.3 98.3 －
２月末 9,872 2.2 98.7 －
３月末 9,827 1.7 98.5 －
４月末 9,865 2.1 98.3 －

（期末）2017年５月18日 9,921 2.7 98.8 －
（注１）騰落率は期首比。
（注２）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注３）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
（注４）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、

ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。

■当期中の基準価額の推移
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（円）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
期首：9,663円　期末：9,921円　騰落率：2.7％
【基準価額の主な変動要因】
　米国国債に投資した結果、金利が低下（債券価格は上昇）したこと
に加え、為替相場において円安米ドル高が進行したことなどがプラス
に寄与し、基準価額は上昇しました。
◆投資環境について
○米国債券市況
米国の金利は低下しました。
　期首より、米国大統領選挙でトランプ氏が勝利したことによる同
氏の政策への期待を背景とした株価上昇など市場のリスク回避的な
姿勢が後退したため、金利の上昇圧力が高まりました。また2016
年12月には、米国で利上げが実施され政策金利の見通しが上方修
正されたことや、原油価格や株価が上昇したことなども金利上昇圧
力となりました。2017年３月にも利上げが行なわれましたが、ト
ランプ大統領の政策への期待が後退したことや欧州における政治リ
スクが意識されたことなどにより、金利の低下圧力が高まりました。
また４月には、シリアや北朝鮮情勢などの地政学リスクが意識され
たことも金利低下の材料となりました。
○為替相場
米ドルは対円で上昇（円安）しました。
　期首より、米国大統領選挙でトランプ氏が勝利したことによる同
氏の政策への期待を背景とした株価上昇など、市場のリスク回避的
な姿勢が後退したため、円安米ドル高が進行しました。さらに、
2016年12月には、米国で利上げが実施され政策金利の見通しが上
方修正されたことや、原油価格や株価が上昇したことなども円安米
ドル高圧力となりました。2017年３月にも利上げが行なわれまし

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 ―円
有価証券取引税 ―
その他費用 0
（保管費用） （ 0）

合 計 0
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注２）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■売買および取引の状況
　公　社　債

（2016年11月19日から2017年５月18日まで）
買 付 額 売 付 額

外
国

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル
アメリカ 国債証券 145,940 165,236

(      －)
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）(　 )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注３）単位未満は切捨て。
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ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド

■主要な売買銘柄
　公　社　債

（2016年11月19日から2017年５月18日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.25% 2027/2/15 5,320,108 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.5% 2024/5/15 5,727,516
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.375% 2027/5/15 5,116,172 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.75% 2024/2/15 5,390,163
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.25% 2025/11/15 571,043 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.125% 2025/5/15 758,579
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.125% 2025/5/15 568,662 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.25% 2025/11/15 757,773
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2% 2026/11/15 556,294 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1.625% 2026/5/15 732,103
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2% 2025/8/15 542,774 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2% 2025/8/15 730,965
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1.625% 2026/5/15 541,287 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2% 2026/11/15 722,811
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1.5% 2026/8/15 528,026 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1.5% 2026/8/15 718,781
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1.625% 2026/2/15 525,994 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 1.625% 2026/2/15 717,821
United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.375% 2024/8/15 524,545 United States Treasury Note/Bond（アメリカ） 2.375% 2024/8/15 705,770
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
(1) 外国（外貨建）公社債（通貨別）
作 成 期 当 期 末

区 分 額 面 金 額
評 価 額

組 入 比 率 う ち Ｂ Ｂ 格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額 ５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
アメリカ 562,855 556,352 61,788,461 98.8 － 98.8 － －
（注１）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注２）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注３）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注４）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

(2) 外国（外貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 種 類 年 利 率 額 面 金 額
評 価 額

償 還 年 月 日
外 貨 建 金 額 邦 貨 換 算 金 額

％ 千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円
アメリカ United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.3750 45,150 46,137 5,124,023 2024/08/15

United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.2500 45,873 46,410 5,154,313 2024/11/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.0000 46,557 46,204 5,131,427 2025/02/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.1250 46,454 46,442 5,157,943 2025/05/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.0000 46,753 46,230 5,134,337 2025/08/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.2500 46,158 46,464 5,160,346 2025/11/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 1.6250 48,450 46,303 5,142,485 2026/02/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 1.6250 48,795 46,518 5,166,368 2026/05/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 1.5000 49,215 46,311 5,143,389 2026/08/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.0000 47,400 46,518 5,166,329 2026/11/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.2500 46,150 46,250 5,136,592 2027/02/15
United States Treasury Note/Bond 国 債 証 券 2.3750 45,900 46,559 5,170,907 2027/05/15

合 計 銘 柄 数 12銘柄
金 額 562,855 556,352 61,788,461

（注１）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注２）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
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ＵＳトレジャリー ７－１０ マザーファンド

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2017年５月18日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 68,235,129,537円

コール・ローン等 6,289,091,821
国債証券(評価額) 61,788,461,815
未収利息 150,558,433
前払費用 7,017,468

(Ｂ) 負債 5,669,954,652
未払金 5,669,954,598
その他未払費用 54

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 62,565,174,885
元本 63,061,034,410
次期繰越損益金 △   495,859,525

(Ｄ) 受益権総口数 63,061,034,410口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,921円

＊期首における元本額は66,053,322,161円、当期中における追加設定元本額は
7,302,026,446円、同解約元本額は10,294,314,197円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ＵＳト
レジャリー ７－１０（為替ヘッジあり／適格機関投資家専用）2,105,448,370
円、ＵＳトレジャリー ７－１０（部分為替ヘッジあり／適格機関投資家専用）
2016－02 6,817,443,149円、ＵＳトレジャリー ７－１０ オープン（為替ヘッ
ジあり／適格機関投資家専用）15,984,157,280円、ＵＳトレジャリー ７－
１０（部分為替ヘッジあり／適格機関投資家専用）2015－11 11,706,067,070円、
ＵＳトレジャリー ７－１０（為替ヘッジあり／適格機関投資家専用）2015－12 
4,872,817,249円、ＵＳトレジャリー ７－１０（為替ヘッジあり／適格機関投
資家専用）2016－01 1,038,378,145円、ＵＳトレジャリー ７－１０（部分為
替ヘッジあり／適格機関投資家専用）2016－06 7,628,514,336円、ＵＳトレ
ジャリー ７－１０（為替ヘッジあり／適格機関投資家専用）2016－07 
5,498,994,301円、ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッ
ジあり） －ＵＳトライアングル－5,738,645,561円、ダイワ米国国債７－10年
ラダー型ファンド（為替ヘッジなし） －ＵＳトライアングル－1,670,568,949
円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は9,921円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は495,859,525円です。

■損益の状況
当期　自2016年11月19日　至2017年５月18日

項 目 当 期
(Ａ) 受取利息等収益 624,122,979円

受取利息 624,213,145
支払利息 △       90,166

(Ｂ) 有価証券売買損益 1,128,568,469
売買益 1,323,575,309
売買損 △  195,006,840

(Ｃ) その他費用 △    2,944,522
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 1,749,746,926
(Ｅ) 前期繰越損益金 △2,226,194,202
(Ｆ) 解約差損益金 100,614,197
(Ｇ) 追加信託差損益金 △  120,026,446
(Ｈ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) △  495,859,525

次期繰越損益金(Ｈ) △  495,859,525
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

■投資信託財産の構成
2017年５月18日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

公社債 61,788,461 90.6
コール・ローン等、その他 6,446,667 9.4
投資信託財産総額 68,235,129 100.0
（注１）評価額の単位未満は切捨て。
（注２）外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、５月18日における邦貨換算レートは、１アメリカ・ドル＝
111.06円です。

（注３）当期末における外貨建純資産（62,492,420千円）の投資信託財産総額
（68,235,129千円）に対する比率は、91.6％です。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－

マネーポートフォリオ

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

債 券 先 物
比 率

純 資 産
総 額税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
１期末（2016年２月18日） 9,999 － △0.0 29.3 － 0
２期末（2016年５月18日） 9,997 0 △0.0 20.8 － 0
３期末（2016年８月18日） 9,996 0 △0.0 33.4 － 503
４期末（2016年11月18日） 9,994 0 △0.0 25.7 － 503
５期末（2017年２月20日） 9,993 0 △0.0 9.9 － 503
６期末（2017年５月18日） 9,991 0 △0.0 11.0 － 503

（注１）公社債組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注２）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）を除きます。
（注３）債券先物比率は買建比率－売建比率です。
（注４）当ファンドは、ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド（部分為替ヘッジあり／為替ヘッジなし） －ＵＳトライアングル－の資金をスイッ

チングにより一時滞留させる受皿としての役割を持ったファンドであり、マザーファンドおよび短期金融資産による安定運用を行ないます。そ
のため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－

運用経過

基準価額等の推移について
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純資産総額（右軸）基準価額（左軸）

■基準価額・騰落率
第５期首：9,994円
第６期末：9,991円
騰 落 率：△0.0％

■基準価額の主な変動要因
　「ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド」の受益証券を通じて投資した短期の国債やコー
ル・ローン等の利回りがマイナス圏で推移したことなどから、基準価額は下落しました。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率
債 券 先 物
比 率騰 落 率

円 ％ ％ ％

第５期

（期首）2016年11月18日 9,994 － 25.7 －
11月末 9,994 0.0 18.7 －
12月末 9,994 0.0 － －

2017年１月末 9,993 △0.0 21.8 －
（期末）2017年２月20日 9,993 △0.0 9.9 －

第６期

（期首）2017年２月20日 9,993 － 9.9 －
２月末 9,993 0.0 17.6 －
３月末 9,992 △0.0 － －
４月末 9,991 △0.0 24.8 －

（期末）2017年５月18日 9,991 △0.0 11.0 －
（注）騰落率は期首比。
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ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－

投資環境について (2016.11.19～2017.５.18)

■国内短期金融市況
　日銀による「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」が維持される中、国庫短期証券（３カ月物）の
利回りおよび無担保コール翌日物金利はマイナス圏で推移しました。

前作成期間末における「今後の運用方針」

■当ファンド
「ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
■ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド
流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

ポートフォリオについて (2016.11.19～2017.５.18)

■当ファンド
「ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないました。
■ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド
流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等による運用を行ないました。

ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。
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分配金について

　第５期および第６期の１万口当り分配金（税込み）は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったた
め、収益分配を見送らせていただきました。
　なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（１万口当り）

項 目
第５期 第６期

2016年11月19日
～2017年２月20日

2017年２月21日
～2017年５月18日

当期分配金（税込み） （円） ― ―
対基準価額比率 （％） ― ―
当期の収益 （円） ― ―
当期の収益以外 （円） ― ―

翌期繰越分配対象額 （円） 0 0
（注１）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券

売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「収
益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注２）円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税
込み）に合致しない場合があります。

（注３）当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金
込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

今後の運用方針
■当ファンド
「ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
■ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド
　流動性や資産の安全性に配慮し、短期の国債やコール・ローン等による運用を行なう方針です。その
ため、マイナス利回りの短期の国債やコール・ローン等にも投資します。

　今後も現在の低金利環境が継続した場合は、ファンド全体の損益がマイナスとなり、基準価額が下落
することが予想されます。投資家のみなさまにおかれましては、ご留意くださいますようお願い申し上
げます。
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１万口当りの費用の明細

項 目
第５期～第６期

（2016.11.19～2017.５.18） 項 目 の 概 要
金 額 比 率

信 託 報 酬 ― ―
信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率

期中の平均基準価額は9,993円です。

（投 信 会 社） （―） （―）
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目
論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （―） （―）
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後
の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （―） （―） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ―
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ―
有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 0 0.001 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0.000） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ の 他） （0） （0.001） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 計 0 0.001
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した

結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のう
ち、このファンドに対応するものを含みます。

（注２）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注３）比率欄は１万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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■投資信託財産の構成
2017年５月18日現在

項 目
第 ６ 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド 353,358 70.2
コール・ローン等、その他 149,848 29.8
投資信託財産総額 503,207 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
(2017年２月20日)、(2017年５月18日)現在

項 目 第 ５ 期 末 第 ６ 期 末
(Ａ) 資産 503,301,314円 503,207,418円

コール・ローン等 149,872,166 149,848,597
ダイワ・マネーポートフォリオ・
マザーファンド (評価額) 353,429,148 353,358,821

(Ｂ) 負債 658 1,429
その他未払費用 658 1,429

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 503,300,656 503,205,989
元本 503,650,795 503,650,795
次期繰越損益金 △    350,139 △    444,806

(Ｄ) 受益権総口数 503,650,795口 503,650,795口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,993円 9,991円

＊第４期末における元本額は503,650,795円、当作成期間（第５期～第６期）中
における追加設定元本額は0円、同解約元本額は0円です。
＊第６期末の計算口数当りの純資産額は9,991円です。
＊第６期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は444,806円です。

■組入資産明細表
　親投資信託残高

種 類
第 ４ 期 末 第 ６ 期 末
口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド 351,635 351,635 353,358
（注）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況

　当作成期間（第５期～第６期）中における該当事
項はありません。

■投信会社（自社）による当ファンドの設定・解約お
よび保有状況

第５期首保有額 当作成期間中
設 定 額

当作成期間中
解 約 額 第６期末保有額 取 引 の 理 由

百万円 百万円 百万円 百万円
1 － － 1 当初設定時にお

ける取得
（注１）金額は元本ベース。
（注２）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
(1) ベビーファンドにおける当作成期間中の利害関係人
との取引状況

　当作成期間（第５期～第６期）中における利害関
係人との取引はありません。

(2) マザーファンドにおける当作成期間中の利害関係人
との取引状況

（2016年11月19日から2017年５月18日まで）
決 算 期 第 ５ 期 ～ 第 ６ 期

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ
う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 332,339 71,102 21.4 － － －
コール・ローン 10,689,898 － － － － －
（注）平均保有割合0.3％

※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビー
ファンドのマザーファンド所有口数の割合。

(3) 当作成期間中の売買委託手数料総額に対する利害関
係人への支払比率

　当作成期間（第５期～第６期）中における売買委
託手数料の利害関係人への支払いはありません。

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される
利害関係人であり、当作成期間における当ファンドに係る利害関係人とは、大和
証券です。
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■損益の状況
第５期　自2016年11月19日　至2017年２月20日
第６期　自2017年２月21日　至2017年５月18日

項 目 第 ５ 期 第 ６ 期
(Ａ) 配当等収益 △ 21,357円 △ 22,276円

支払利息 △ 21,357 △ 22,276
(Ｂ) 有価証券売買損益 △ 35,164 △ 70,327

売買損 △ 35,164 △ 70,327
(Ｃ) 信託報酬等 △    658 △  2,064
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 57,179 △ 94,667
(Ｅ) 前期繰越損益金 △142,164 △199,343
(Ｆ) 追加信託差損益金 △150,796 △150,796

(配当等相当額) (△  6,219) (△  6,219)
(売買損益相当額) (△144,577) (△144,577)

(Ｇ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △350,139 △444,806
次期繰越損益金(Ｇ) △350,139 △444,806
追加信託差損益金 △150,796 △150,796
(配当等相当額) (△  6,219) (△  6,219)
(売買損益相当額) (△144,577) (△144,577)
分配準備積立金 397 397
繰越損益金 △199,740 △294,407

（注１）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注３）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 第 ５ 期 第 ６ 期

(ａ) 経費控除後の配当等収益 0円 0円
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 0
(ｃ) 収益調整金 0 0
(ｄ) 分配準備積立金 397 397
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 397 397
(ｆ) 分配金 0 0
(ｇ) 翌期繰越分配対象額(ｅ－ｆ) 397 397
(ｈ) 受益権総口数 503,650,795口 503,650,795口
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 <補足情報>
　当ファンド（ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マネーポートフォリオ －ＵＳトライアングル－）が投資
対象としている「ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド」の決算日（2016年12月９日）と、当ファンド
の決算日が異なっておりますので、当ファンドの第６期の決算日（2017年５月18日）現在におけるダイワ・マネー
ポートフォリオ・マザーファンドの組入資産の内容等を31ページに併せて掲載いたしました。

■ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンドの主要な売買銘柄
　公　社　債

（2016年11月19日から2017年５月18日まで）
買 付 売 付

銘 柄 金 額 銘 柄 金 額
千円 千円

645 国庫短期証券  2017/２/20 46,711,084
657 国庫短期証券  2017/４/17 31,380,607
659 国庫短期証券  2017/４/24 30,090,880
652 国庫短期証券  2017/３/27 27,220,217
642 国庫短期証券  2017/２/６ 25,890,391
644 国庫短期証券  2017/５/12 22,760,976
651 国庫短期証券  2017/３/21 21,610,540
632 国庫短期証券  2016/12/12 16,960,575
660 国庫短期証券  2017/５/１ 15,890,292
638 国庫短期証券  2017/１/16 12,400,099
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
　下記は、2017年５月18日現在におけるダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド（115,183,080千口）の
内容です。

(1) 国内（邦貨建）公社債（種類別）
2017年５月18日現在

区 分 額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ち B B 格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
５ 年 以 上 ２ 年 以 上 ２ 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 18,060,000 18,060,627 15.6 － － － 15.6
（注１）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注２）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注３）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

(2）国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
2017年５月18日現在

区 分 銘 柄 年 利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日
％ 千円 千円

国債証券 665 国庫短期証券 － 7,490,000 7,490,077 2017/05/22
666 国庫短期証券 － 3,980,000 3,980,118 2017/05/29
667 国庫短期証券 － 680,000 680,031 2017/06/05
650 国庫短期証券 － 660,000 660,043 2017/06/12
669 国庫短期証券 － 5,250,000 5,250,356 2017/06/12

合 計 銘 柄 数 ５銘柄
金 額 18,060,000 18,060,627

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンド

運用報告書　第８期（決算日　2016年12月９日）

（計算期間　2015年12月10日～2016年12月９日）

ダイワ・マネーポートフォリオ・マザーファンドの第８期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 円建ての債券

運 用 方 法
①円建ての債券を中心に投資し、安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。
②円建資産への投資にあたっては、残存期間が１年未満、取得時においてＡ－２格相当以上の債
券およびコマーシャル・ペーパーに投資することを基本とします。

株 式 組 入 制 限 純資産総額の10％以下
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年 月 日 基 準 価 額 公 社 債
組 入 比 率騰 落 率

円 ％ ％
(期首)2015年12月９日 10,056 － 51.3

12月末 10,056 0.0 53.4
2016年１月末 10,056 0.0 57.6

２月末 10,056 0.0 42.0
３月末 10,056 0.0 5.2
４月末 10,056 0.0 5.4
５月末 10,055 △0.0 0.1
６月末 10,055 △0.0 1.9
７月末 10,054 △0.0 19.3
８月末 10,054 △0.0 45.8
９月末 10,053 △0.0 26.0
10月末 10,053 △0.0 3.4
11月末 10,052 △0.0 26.7

(期末)2016年12月９日 10,052 △0.0 28.1
（注１）騰落率は期首比。
（注２）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除

きます。
（注３）当ファンドは、安定した収益の確保をめざして安定運用を行なっており、

ベンチマークおよび参考指数はありません。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
　期首：10,056円　期末：10,052円　騰落率：△0.0％
【基準価額の主な変動要因】
低金利環境が継続したことなどから、基準価額は下落しました。
◆投資環境について
○国内短期金融市況
　期首より、日銀は量的・質的金融緩和を継続し、2016年１月に
はマイナス金利付き量的・質的金融緩和の導入を、９月には長短金
利操作付き量的・質的金融緩和の導入を決定しました。このような
日銀の金融政策を背景に、国庫短期証券（３カ月物）の利回りおよ
び無担保コール翌日物金利は低下しました。

■当期中の基準価額の推移

10,051

10,052

10,053

10,054

10,055

10,056

10,057

期　首
（2015.12.９）

期　末
（2016.12.９）

（円）

基準価額

◆前期における「今後の運用方針」
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ロー
ン等の短期金融資産への投資により、安定的な運用を行なってまい
ります。
◆ポートフォリオについて
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン
等による運用を行ないました。
◆ベンチマークとの差異について
　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび
参考指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 －円
有価証券取引税 －
その他費用 0
（その他） （0）

合　　計 0
（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注２）各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

■売買および取引の状況
　公　社　債

（2015年12月10日から2016年12月９日まで）
買 付 額 売 付 額

国
内

千円 千円
国債証券 436,874,861 －

(409,652,750)
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）(　 )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注３）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
　公　社　債

（2015年12月10日から2016年12月９日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
613 国庫短期証券 2016/9/12 38,290,545
601 国庫短期証券 2016/7/19 32,440,634
611 国庫短期証券 2016/9/5 32,020,679
591 国庫短期証券 2016/5/30 27,000,600
629 国庫短期証券 2016/11/28 21,440,750
609 国庫短期証券 2016/8/22 18,650,416
632 国庫短期証券 2016/12/12 18,230,651
610 国庫短期証券 2016/8/29 18,200,396
596 国庫短期証券 2016/6/20 17,520,381
533 国庫短期証券 2016/5/20 17,450,349
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
2016年12月９日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 107,665,795,581円

コール・ローン等 78,354,409,362
公社債(評価額) 29,310,563,469
その他未収収益 822,750

(Ｂ) 負債 3,360,063,840
未払金 3,360,063,840

(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 104,305,731,741
元本 103,766,716,434
次期繰越損益金 539,015,307

(Ｄ) 受益権総口数 103,766,716,434口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,052円

＊期首における元本額は4,068,192,218円、当期中における追加設定元本額は
128,013,693,034円、同解約元本額は28,315,168,818円です。
＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
米ドル・ブルファンド（適格機関投資家専用）512,014,302円、ダイワ米ド
ル・ベアファンド（適格機関投資家専用）11,755,926,415円、コーポレート・
ハイブリッド証券ファンド2015－07（為替ヘッジあり／限定追加型）995円、
通貨選択型　米国リート・αクワトロ（毎月分配型）159,141円、通貨選択型ア

■損益の状況
当期　自2015年12月10日　至2016年12月９日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 △ 31,874,427円

受取利息 △  7,919,727
その他収益金 822,750
支払利息 △ 24,777,450

(Ｂ) 有価証券売買損益 △  1,748,531
売買益 39
売買損 △  1,748,570

(Ｃ) その他費用 △    248,630
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 33,871,588
(Ｅ) 前期繰越損益金 22,707,764
(Ｆ) 解約差損益金 △153,699,691
(Ｇ) 追加信託差損益金 703,878,822
(Ｈ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 539,015,307

次期繰越損益金(Ｈ) 539,015,307
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

■投資信託財産の構成
2016年12月９日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

公社債 29,310,563 27.2
コール・ローン等、その他 78,355,232 72.8
投資信託財産総額 107,665,795 100.0
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
(1) 国内（邦貨建）公社債（種類別）
作 成 期 当 期 末

区 分 額面金額 評 価 額 組入比率
うちＢＢ
格 以 下
組入比率

残存期間別組入比率
５年以上 ２年以上 ２年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国債証券 29,310,000 29,310,563 28.1 － － － 28.1
（注１）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注２）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。
（注３）評価額および格付情報については金融商品取引業者、価格情報会社等より

データを入手しています。

(2) 国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日
％ 千円 千円

国債証券 632　国庫短期証券 － 18,230,000 18,230,147 2016/12/12
634　国庫短期証券 － 3,720,000 3,720,073 2016/12/19
635　国庫短期証券 － 7,360,000 7,360,342 2016/12/26

合計 銘柄数 3銘柄
金 額 29,310,000 29,310,563

（注）単位未満は切捨て。

メリカン・エクイティ・αクワトロ（毎月分配型）159,141円、コーポレート・
ハイブリッド証券ファンド2015－10（為替ヘッジあり）995円、コーポレー
ト・ハイブリッド証券ファンド2015－10（為替ヘッジあり）Ⅱ　995円、コー
ポレート・ハイブリッド証券ファンド2015－12（為替ヘッジあり）995円、
コーポレート・ハイブリッド証券ファンド2016－02（為替ヘッジあり／限定追
加型）995円、コーポレート・ハイブリッド証券ファンド2016－08（為替ヘッ
ジあり／限定追加型）995円、ダイワ／ロジャーズ国際コモディティTM・ファン
ド15,363,351円、ダイワ／フィデリティ・アジア・ハイ・イールド債券ファン
ド（通貨選択型）日本円・コース（毎月分配型）998円、ダイワ／フィデリ
ティ・アジア・ハイ・イールド債券ファンド（通貨選択型）ブラジル・レアル・
コース（毎月分配型）998円、ダイワ／フィデリティ・アジア・ハイ・イールド
債券ファンド（通貨選択型）アジア通貨・コース（毎月分配型）998円、ダイワ
ＴＯＰＩＸベア・ファンド（適格機関投資家専用）89,575,789,270円、ダイワ
ユーロベア・ファンド（３倍、非リバランス型）（適格機関投資家専用）
1,501,723,555円、ダイワ豪ドル建て高利回り証券α（毎月分配型）9,949円、
ダイワ米国国債７－10年ラダー型ファンド・マネーポートフォリオ　－　ＵＳト
ライアングル　－351,635,806円、ダイワ豪ドル建て高利回り証券ファンド　
－予想分配金提示型－53,926,540円です。
＊当期末の計算口数当りの純資産額は10,052円です。
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